[様式1]
公益財団法人図書館振興財団　助成覚書
　公益財団法人図書館振興財団(以下「甲」という)と跡見学園女子大学(以下「乙」という。）は、
助成申請書に基づき乙が実施する。次の事業（以下「本事業」という）に対する助成について、
下記のとおり覚書を締結する。
事業名　跡見学園女子大学図書館所蔵百人一首コレクション
デジタルアーカイブ化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　
記
（助成金）

第1条 甲は、平成29年度助成申請書に記載された本事業に係る助成金として、金9,000,000円を
助成する。

２　決算の結果、供与された助成金について余剰が発生した場合には、乙は、甲の指示に従い、速やかにその余剰金を甲に返還するものとする。
（助成金の使途）

第２条　乙は、本事業に対する助成金を別添収支予算書に記載されている項目以外の目的に使用してはならない。但し、項目間で助成金を流用することは差し支えない。
（成果報告）

第３条　乙は、甲に対し、２ヶ年以上継続事業については、会計報告を含む本事業の中間報告書を所定の様式により、一事業年度終了後1ヶ月以内に提出しなければならない。

２　乙は、甲に対し、単年度事業及び２ヶ年以上継続事業の最終年度の場合にあっては、会計報告を含む本事業の事業報告書を所定の様式により、事業年度終了後1ヶ月以内に提出しなければならない。
３　乙は、事業が終了した次の年度に、甲が主催する成果報告会にて本事業の成果を報告しなければならない。

４　甲は、本事業の実施状況につき、必要に応じて乙に問い合せることができるものとし、乙はこれに応じなければならない。
　（成果の公表）

第４条　乙は、本事業成果を公表した場合には、本事業は甲の助成による事業である旨を明記するものとする。

２　乙は、本事業成果を公表した場合は、その公表物（複写でも可）を速やかに甲に提出しなければならない。

　（知的財産権の帰属）

第５条　本事業による一切の知的財産権は、乙に帰属するものとする。ただし、乙が甲に提出した事業実施報告書は、甲の責任において編集、公表できるものとする。

（計画の変更又は中止）

第６条　乙は、申請時の事業計画書に記載された「申請者」「事業の目的及び意義」の内容変更はできない。
２　乙は、本事業の計画を変更しようとする場合は、あらかじめ所定の様式により事業計画変更願を甲に提出し、その指示を受けなければならない。

　３　乙は、本事業の継続が困難となった場合は、速やかに甲に対し報告しなければならない。

（解約等）

第７条　次の各号の一に該当する場合は、甲は、本覚書を解約し、乙に対する交付済助成金の返還を求め、及び未交付助成金の交付を行わないことができる。

　（１）乙が、助成金を本事業以外の目的に使用した場合

　（２）本事業の継続が困難又は所期の成果が期待できないと甲が判断した場合

　（３）その他、乙が本覚書の各条項に違反した場合
（その他の事項）

第８条　この覚書に定めのない事項については、甲乙協議してこれを定める。
　

本覚書の締結の証として、本書２通を作成し、甲、乙、記名・捺印のうえ、各自一通を保持する。

平成　　年　　月　　日
甲　東京都文京区大塚三丁目5番9号
　　公益財団法人図書館振興財団
　　理事長　　石　井　　昭　　　㊞
乙　
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